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Synopsis 

For making the port-BCP, fragility assessment of port facilities is needed. Without 

fragility assessment, PRT (Predicted Recovery Time) and PRL (predicted Recovery 

Level) cannot be quantified. On the other hand, detailed fragility assessment such as 

finite element method requires much time and money. Against this background, this 

paper developed and collected the simplified fragility assessment method against large 

earthquakes and tsunamis. Many of these assessment methods were expressed as 

fragility curves against seismic intensity or tsunami inundation depth. The figures of 

these intensity and depth have been quantified in the earthquake and tsunami damage 

estimations by national and local government. Compound damage of an earthquake and 

a tsunami was considered in the assessment of the berth and the cargo crane.
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1． 基本的考え方 

港湾BCPの作成においては，港湾施設の脆弱性評

価が必要不可欠である．脆弱性評価なしには，PRT

（復旧予想時間）やPRL（復旧予想水準）を定量化

できない．一方，精緻な脆弱性評価には多くの時間

と労力が必要となる．典型的な例は，岸壁や防波堤

のFEMによる耐震診断であるが，施設設計にも使用

されるこの方法は，港湾機能継続の検討との港湾

BCPの目的に照らして，適切であるとは言い難い．

すなわち，港湾BCPのための脆弱性評価は，以下の

要件を備えることが望ましい (Akakura et al. 2014)． 

・ 都道府県等の被害想定の「震度」「津波浸水深」

から簡易に推計できること

・ 被害の程度を，復旧までに要する期間で予測でき

ること

・ 予測結果を，確率的，あるいは，幅を持って表現

できること

極論すれば，いずれの重要施設も被災により供用

不可能となる可能性が皆無ではないため，港湾BCP

としては，当該重要施設が使用可能な場合と，使用

できない場合の両方を想定しておく必要がある．た

だし，供用できる可能性がどの程度あるのか，さら

には供用再開までにどのくらいの期間を要するのか

の見積もりは重要であり，その範囲において，脆弱

性評価が必須となる．したがって，本稿では，港湾

BCPに使用可能な，できる限り簡易な脆弱性評価手

法，すなわち，地震・津波被害推定手法について述

べる．もちろん，より精緻な脆弱性の評価手法は，

港湾BCPを高度化させ，港湾機能の耐災害性能を向

上させる上で，非常に有効である．

2． 水域施設 

 東日本大震災においては，各港の航路・泊地等の

水域施設に，コンテナや自動車が沈下し，木材や漁

網が浮遊した．そのため，港湾機能の回復のために

は，まず航路啓開が必要となった．ここでは，その

中で，特に，流出・沈下の多かったコンテナの流出
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個数の簡易推計について述べる． 

 Kumagai (2013)は，東日本大震災における被災各港

のコンテナ蔵置個数や流出個数を整理している．さ

らに，同論文では，空コンテナと実入コンテナは重

量に差があるため，流出危険性に大きな差があるこ

とも示されている．そこで，被災各港のコンテナタ

ーミナルのうち，被災当時の実入・空コンテナの蔵

置個数が判明していた仙台塩釜港及び鹿島港の蔵置

コンテナの実入率と，通年のコンテナ取扱における

実入率（平成22年港湾統計）とを比較したのが，Table 

1である．両港とも，取扱量に比べて，蔵置量の実入

率が低かった．これは，一般的に，船社が空コンテ

ナより実入コンテナの輸送を優先するため，空コン

テナがターミナルに滞留する傾向にあることが原因

と考えられる． 

 

Table 1 Proportion of laden containers at Sendai 

and Kashima Port 

(A) 2010
Throughput

(B) Storage at
the Disaster

Sendai 0.719 0.436 0.606
Kashima 0.502 0.444 0.885

Port
Proportion of Laden Containers

B/A

 

 

 本稿では，Kumagai (2013)による各港のコンテナ流 

出率データ（付録Table A.1）に対して，実入・空コ

ンテナの流出率が，それぞれ，対数正規分布が当て

はまると仮定して，推計誤差が最小となるようにパ

ラメータを推計した．ここで，推計に用いた各港の

蔵置コンテナの実入率は，各港の取扱量実績（平成

22年港湾統計）と，Table 1の取扱量実入率と蔵置実

入率との平均的な倍率（B/A）により設定した（仙台

塩釜港と鹿島港を除く）． 

 パラメータ推計の結果，津波浸水深 TH （m）に対

する実入コンテナ流出率 LadenLR 及び空コンテナ流出

率 EmptyLR は，(1)式となった．Fig. 1には，推計曲線

を，仙台塩釜港の実績と共に示す．実入コンテナに

比べて，空コンテナが流出しやすいとの傾向が表現

されている．さらに，この推計曲線による東日本大

震災の各被災港の流出率の再現精度を，Fig. 2に示す．

鹿島港が過小評価，茨城港と石巻港が過大評価とな

っているが，その他は，概ね傾向を再現できている． 

ln( 6.40)
0.192

ln( 2.07)
0.192

T
Laden

T
Empty

HLR

HLR

     
     

  (1) 

 実際の脆弱性評価に当たっては，コンテナ蔵置個

数が時々刻々変化する上，想定津波による浸水深も

ターミナル内の地点により変化がある．そのため，

これらの変化の幅を踏まえて，ある程度の範囲を持

って流出個数を推計することが望ましい．また，航

路啓開作業の効率については，東日本大震災の被災

港においては，平均して5個／船団・日との実績があ

り，これを目安として，投入船団数から啓開に要す

る日数を算定することができる． 
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Fig. 1 Estimation curve for container outflow 
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Fig. 2 Reproducibility of estimation curve for 

container outflow 

 

 コンテナ以外の流出については，定量的な被災デ

ータが無いため，定式化には至っていない．既往の

研究では，木材，自動車，小型船舶，養殖筏につい

て，Table 2のような流出開始条件が見られる． 

 また，津波により航路や泊地に土砂が堆積し，所

要の水深を確保するために浚渫が必要となる場合も

ある． 

 

3． 係留施設 

 

 船舶を係留するための係留施設（岸壁，バース）

の地震による被災については，複数の例がある．例

えば，阪神・淡路大震災においては，神戸港の係留 
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Table 2 Inception condition of outflow by tsunami 

Object
Inception Condition

of Outflow
References

Log
Inundation Depth
≥ Diamiter of Log

 Goto (1983)

Inundation Depth ≥ 0.5m Suga (1995)
Inundation Depth

≥ Half of the Hight of Car
Tanji et al.  (2012)

Trailer
Chassis

Inundation Depth ≥ 1.43m MLIT (2012)

Raft for
Farming

Current Velocity ≥ 1.0m/s Nagano et al.  (1989)

Kawata et al.  (2007)

Kawata et al.  (2007)

Car
Track

Current Velocity ≥ 2.0m/s
Small Ship

at port
Small Ship

at land
Inundation Depth ≥ 1.5m

 

 

施設が大きな被害を受けている．しかし，地震と津

波の両者による本格的な複合被害は，東日本大震災

しか見当たらない．そのため，本稿では，まず過去

の地震被害により，地震単独の場合の脆弱性評価手

法を策定し，さらに，津波襲来が追加された場合に

ついて考慮する． 

 地震による脆弱性評価式は，Table 3に示す地震・

被災港のデータを使用して定式化した．それぞれの

被害状況は，港湾技術研究所（現港湾空港技術研究

所）における被害調査報告：上田ら（1993），外山・

松永（1995），上部ら（1995），稲富ら（1997），

井合ら（2001），菅野ら（2007）より，岸壁（水深

4.5m以深）を対象として整理した（付録Table A.2～

A.6）．これらの被害報告においては，岸壁の被害状

況が，以下の5つの被災程度に分類されている（菅野

ら（2007）を除く）． 

 

Table 3 Analyzed Earthquake and Damaged Port 

Year Earthquake Damaged Port
1993 Kushiro-oki Kushiro, Nemuro
1994 East Off Hokkaido Nemuro, Kushiro
1995 Hyogoken-nanbu Kobe
2000 Tottori-ken-seibu Sakai
2005 West Off Fukuoka-ken Hakata  

 

０：無被害 

Ⅰ：本体に異常はないが付属構造物に破壊や変状が

認められるもの 

Ⅱ：本体にかなり変状の起こったもの 

Ⅲ：形はとどめているが構造体に破壊が起こったと

認められるもの 

Ⅳ：全壊して形をとどめていないもの 

一方，港湾BCPの脆弱性評価においては，施設の供

用が再開できるまでの期間が重要となる．そのため，

評価する被災ランクは，以下のように分類する． 

1 ：無被害及び1～2週間程度以内に供用再開可能

（被災程度０&Ⅰ） 

2 ：応急復旧により，1～2ヶ月程度以内に供用再開

可能（被災程度Ⅱ） 

3 ：本格復旧が必要で，供用再開までに3ヶ月程度

以上を要する（被災程度Ⅲ&Ⅳ） 

 地震動強度の指標には，都道府県の地震被害想定

で気象庁震度階が使用されていることを踏まえ，計

測震度を採用する．各地震での被災港の計測震度

JMAI は，港湾地域強震観測結果の最大速度 PGV ，も

しくは，最大加速度 PGAより，(2)式を用いて換算し

た（Karim and Yamazaki, 2002）．なお，最大速度デ

ータが入手できた場合には，最大速度を優先させた． 

10

10

2.42 1.82log

0.63 1.81log
JMA

JMA

I PGV

I PGA

 

 
 (2) 

 以上のデータのうち，通常の岸壁（すなわち，兵 

庫県南部地震・神戸港及び鳥取県西部地震・境港の 

耐震強化岸壁を除く）を対象として，各地震・被災

港の被災ランク超過確率（ 2RankP 及び 3RankP  ）を用

いて，フラジリティ・カーブのパラメータ推計を行

った結果が，(3)式である．ランク2と3の被災確率の

逆転を防ぐため，対数正規分布の分散は同一とした．

また，このフラジリティ・カーブによる推計値と，

実際の被害状況とを比較した結果が，Fig. 3である．

全般的に，フラジリティ・カーブは，被災状況を精

度良く再現した． 

2

3

ln( 5.47)
0.0546

ln( 5.83)
0.0546

JMA
Rank

JMA
Rank

IP

IP

     
     

 (3) 
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Fig. 3 Fragility curve of berths for earthquake damage 

 

 このFig. 3のフラジリティ・カーブでは，被災施設

の耐震性能を全く考慮していない．実際には，被災

施設の設計震度は，通常の岸壁で0.05（博多港）か

ら0.20（釧路港・根室港）まで幅がある．しかし，
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過去の地震被害に対しては，設計震度は，被災状況

を決定づける大きな要因とは言い難かった．Fig. 4に，

設計震度と被災地震の水平震度との比（図中「震度

比」）と，被災ランク2及び3の超過確率を整理した

結果を示すが（耐震強化岸壁を含む），両者に明確

な関係性は見出せなかった．この原因は，設計震度

には明確に考慮されない地盤の影響が大きいものと

推察される．また，液状化により被害が大きくなる

可能性が想定されたため，液状化があった場合とな

かった場合で分けて分析を行ってみたが，両者に明

確な差は見られなかった．これは，地震動強度が，

液状化発生の危険度を説明する大きな要因の一つで

あることから，計測震度において評価されているも

のと考えることができる． 
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Fig. 4 Ratio of seismic intensity vs. probability 

 

 次に，地震により被災した岸壁の，津波による被

害拡大の評価手法を考える．東日本大震災において

は，地震による被災の後に津波浸水を受けたことに

よって被害が拡大した，すなわち，地震と津波複合

災害である可能性が指摘されている（菅野，2012；

下迫，2013等）．Photo 1はその典型例であるが，地

震により岸壁後背地が液状化し，津波（引き波）に

より裏込材等が流出して安定性を失い，崩壊に至っ

ている．そこで，東日本大震災において，各港の各

岸壁で，津波による被害と見込まれる①背後地盤の

陥没及び②基礎の洗掘の2種類の被害の有無を整理

した（付録Table A.7）．このデータを用いて，耐震

強化岸壁を除く通常の岸壁について，港湾毎の被害

発生率： TP を，平均津波浸水深： TH (m)により，フ

ラジリティ・カーブを定式化した結果が，(4)式及び

Fig. 5である．釜石港を除けば，概ね津波浸水深の増

加に対する被災確率の増加状況を再現できている．

釜石港については，津波による水面上昇が緩やかで，

荷役施設に対する津波の威力が，他港に比べて弱か

った可能性が指摘されており（日本クレーン協会，

2012），岸壁についても同じ状況であった可能性が 

想定される．なお，フラジリティ・カーブの定式化 

 

Photo 1 Compound Damage of earthquake and tsunami 
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Fig.5 Fragility curve of berths for tsunami damage 

 

に当たっては，釜石港のデータは除外した． 

ln( / 4.38)
0.652

T
T

HP      
 (4) 

 地震被災のフラジリティ・カーブ（図-3）と，津

波被害のフラジリティ・カーブ（図-6）より，津波・

地震の両者に対する被災確率： AllP は，(5)式と表現

できる． 
1 (1 )(1 )All E TP P P      (5) 

ここに， EP ：地震被災確率， ：地震・津波の複合

被害パラメータである．このパラメータは，Fig. 5の

津波被災割合が，地震被災を前提として，その被害

を拡大させるものが大半であるため，地震被災確率

がほとんど0の場合には，津波被災確率も大幅に低下

することを表現したものであり，全港湾の推計誤差

が最小となるように を求めたところ，0.087となっ

た．東日本大震災における津波被災パターンの①背

後地盤の陥没は，地震による被災が引き金として必

要であるが，②基礎の洗掘は津波による引き波が主

要因で，地震による被災は関係がないと見られる．

ここで，②の被災パターンは，①と②を合わせた全

体の5.3%であり，パラメータ の推計値に近いレベ

ルであった．地震被害7港湾（Table 3）及び東日本大

震災の被災10港湾について，(5)式による，地震被災
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と津波被災の両者を考慮した被災ランク推計値を，

実績値と比較した結果が，Fig. 6である．実績値の再

現精度は決して高くはないが，推計値は実績値とほ

ぼ同じレベルかそれ以上との安全側であり，簡易な

手法として利用可能である． 
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Fig. 6 Reproducibility of fragility assessment of berth 

 

 これまで検討してきたのは，通常の岸壁を対象と

した脆弱性評価であり，耐震強化岸壁は含めていな

かった．これは，耐震強化岸壁は被災事例数が少な

く，単独での評価手法の確立が困難であることに依

る．そこで，耐震強化岸壁は，通常の岸壁の被災式

(3)のうち，対数正規分布の計測震度に係るパラメー

タのみが変化すると考え，ランク2とランク3の関係

瀬を維持したまま，過去の3地震・津波，7被災港の

10岸壁の被災状況全体に合うようパラメータを推計

した結果が，式(6)及びFig. 7である．通常の岸壁に対

して，フラジリティ・カーブが右に平行移動した形

として，耐震性が強化された状況が表現できた． 

 

2

3

ln( 6.06)
0.0546

ln( 6.42)
0.0546

JMA
Rank

JMA
Rank

IP

IP

     
     

 (6) 

 以上の脆弱性評価手法により，気象庁震度階に対

する大まかな被災確率を整理すると，Table 4のとお

りとなる．なお，この表の数値は，あくまで平均的

な状況であり，その再現精度はFig. 6のとおり高くは

ないため，この数値よりさらに上下する可能性も想

定しておく必要がある．なお，この評価手法は地震

被災を基本として策定しており，津波のみや，震度4

以下の地震動における津波被災への適用のためには，

実被害による検証が必要である． 
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 また，係留施設の地震に対する脆弱性評価につい

ては，Iai et al. (1990) によるFLIP（Finite Element 

Analysis of Liquefaction Program）の算定結果をデー

タベース化し，簡易に使用可能なチャート式耐震診

断システム（国土交通省，2008）がある．現時点で，

重力式，矢板式及び桟橋式の岸壁に対応しており， 

 

Table 4 Estimated probability of each damage rank of berth by earthquake and tsunami 

5 Upper 6 Lower 6 Upper 7
Rank 1 95~47% 47~5% 5~0% 0%
Rank 2 5~39% 39~25% 25~2% 2~0%
Rank 3 0~14% 14~70% 70~98% 98~100%
Rank 1 53~26% 26~3% 3~0% 0%
Rank 2 43~22% 22~14% 14~1% 1~0%
Rank 3 4~52% 52~83% 83~99% 99~100%
Rank 1 17~8% 8~1% 1~0% 0%
Rank 2 76~7% 7~5% 5~0% 0%
Rank 3 7~85% 85~95% 95~100% 100%
Rank 1 100~96% 96~57% 57~10% 10~0%
Rank 2 0~4% 4~32% 32~31% 31~0%
Rank 3 0% 0~11% 11~59% 59~100%
Rank 1 96~53% 53~32% 32~6% 6~0%
Rank 2 0~42% 42~18% 18~17% 17~0%
Rank 3 4~4% 4~50% 50~77% 77~100%
Rank 1 93~17% 17~10% 10~2% 2~0%
Rank 2 0~75% 75~6% 6~5% 5~0%
Rank 3 7~7% 7~84% 84~93% 93~100%

Quakeproof
Berth

Earthquake
Only

Tsunami
Inundation

4 (m)
Tsunami

Inundation
8 (m)

JMA Seismic Intensity

Normal
Berth

Earthquake
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Inundation

4 (m)
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Inundation
8 (m)
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構造諸元値や周辺地盤の諸元値等と，地震動強度の

入力により，変形量が算定される． 

 FLIPを活用した，港湾BCPにも活用可能と考えら

れる耐震診断手法には，Ichii (2002) や竹信ら（2014）

が見られる他，中部地方整備局でも分析を行ってい

る．Ichii (2002) は，重力式岸壁を対象に，被災ラン

ク0～IVの5段階に対して，地震動強度の指標に基盤

最大加速度（gal）を，構造物の耐震性の指標に等価

N値：N65，ケーソンのアスペクト比：W/H及び基礎

地盤の液状化層厚の無次元値：D1/Hを採用したフラ

ジリティ・カーブを定式化している．この式は，中

央防災会議（2013）の南海トラフ地震被害想定，さ

らには，都道府県の被害想定においても採用されて

いる．しかし，Ichii (2002) のフラジリティィ・カー

ブは，重力式岸壁のみを対象としたものであり，さ

らに，各岸壁の耐震性パラメータを整理する必要が

ある点に留意が必要である．Fig. 8に，同論文中に示

されているフラジリティ・カーブの図を掲載するが，

これは，あくまでN65=10，W/H＝0.9，D1/H＝0.5の

場合の例であり，当然のことながら，パラメータの

値により，フラジリティ・カーブは大きく異なるも

のとなる．また，同じ考え方により，吉川・一井（2009）

では矢板式岸壁のフラジリティ・カーブが定式化さ

れているが，こちらでは，地震動強度に野津・井合

（2001）による速度のPSI値（cm/s1/2）が採用されて

いる． 
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Fig. 8 Fragility curve for gravity type berth (Ichii, 2002) 

 

 竹信ら（2014）は，團村ら（2013）による変形量

推計モデル（重力式及び矢板式）を用いた被害推定

手法を提案している．この手法では，地盤条件（土

層構成，残留水位，各層の地盤種別・物性，等価N

値），岸壁の設計震度に加え，フィルター処理後の

地震加速度最大値等のデータを使用し，地震による

残留変形量を推計値し，さらに，復旧工費・工期を

直接推計している．すなわち，地震動や地盤のサイ

ト特性を十分に考慮して，復旧に要する期間を見積

もることが可能となっている． 

 上述の手法は，いずれも，本稿にて提案した方法

より精度が高いが，一方で，各岸壁の詳細パラメー

タを整理する必要があることや，構造形式により適

用できない場合があること，津波被害を考慮できな

いことといった点に留意が必要である． 

 また，中部地方整備局名古屋港湾空港技術調査事

務所では，管内の主要な岸壁を対象に，地震の被害

を予測し，さらに被災後の迅速な対応に活かすため，

FLIPを用いた地震被害予測を数多く実施してきた．

その結果を用いて，構造形式毎の通常・耐震バース

の，計測震度に対する，残留水平変位と曲率比（矢

板式：最大曲率／全塑性モーメント，桟橋式：最大

曲率／限界曲率）を整理した結果がFig. 9及びFig. 10

である． 
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Fig. 9 Estimated displacement of berth 
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Fig. 10 Estimated ratio of curvature of berth 

 

 これらの結果を基に，残留水平変位が2.0mを超える，

もしくは，曲率比が1.0を超えた場合に供用不可とな

ると判定して，計測震度 JMAI に対する被災確率 fP に

対して対数正規分布（(7)式）を当てはめた結果が

Table 5であり，これを図示したのが，Fig. 11である． 

{ln( ) }JMA
f

IP 


    
 (7) 
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Table 5 Estimated parameter of log-normal distribution 

Gravity
Type

Sheet Pile
Type

Pile Pier
Type

λ 1.61 1.86 1.73
ζ 0.095 0.176 0.131
λ 2.03 1.79 1.76
ζ 0.207 0.103 0.194

Normal
Berth

Qakeproof
Berth

Estimated
Parameter
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Fig. 11 Fragility curve for three types of berths  

 

 この中部地方整備局による分析結果は，計測震度

により容易に被災確率を算定可能であり，さらに，

構造形式による相違も考慮できる点で，港湾BCPに

活用しやすいものである．Fig. 11の推計曲線を，実

際の地震被害結果から導いたFig. 7（被災ランク3）

と比較すると，全般的にカーブの傾きが小さく，矢

板式は被災確率が大きめ，重力式は被災確率が小さ

めとなっていた． 

 

4． 外郭施設 

 

 通常，外郭施設（防波堤）の地震に対する脆弱性

評価は，省略可能である．これは，防波堤は，地震

時の地盤の支持力不足による破壊等に伴う被災例が

少なく，また，被害の程度も小さい（沈下するのみ）

（日本港湾協会，2007）ことに依る． 

 一方，東日本大震災においては，防波堤の津波被

害が多く見られた．この津波被害に対しては，Honda 

and Tomita (2014) が，被災の有無を推計するフラジ

リティ・カーブを提案している．高い精度が確保出

来るのは，被災確率： fP  を津波波高： max （m）と

設計有義波高： 1/3H （m）の比により推計する(8)式

及びFig. 12であるが，同論文では，簡易な方法とし

て津波波高のみの(9)式及びFig. 13も示されている．

これらの式を用いることにより，簡易に，被災確率

を求めることが出来る．この(8)式は，中央防災会議

（2013）の南海トラフ地震被害想定や都道府県の被

害想定で使用されている． 

  max 1/3ln 0.0386
0.279f

H
P

 
  

  
 (8) 
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max{ln( ) 2.11}
0.115fP      

 (9) 
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Fig. 13 Fragility curve for breakwater by tsunami height 

 

 防波堤の破損は，港内の静穏度の低下を導き，そ

の結果として，係留施設の使用可能時間帯が短くな

る．東日本大震災においては，八戸港では，八太郎

北防波堤の被災により静穏度が確保出来ず，うねり

の影響を受けて荒天時に接岸が不可能となる，荷役

作業中にタグボートの補助が必要となる等の事例が

発生した（国土交通省，2012）．この防波堤破損に

よる利用率低下の評価は，基本的には，防波堤整備

プロジェクトのB/C評価と同じ手法が利用可能であ

る．港湾投資の評価に関する解説書2011（港湾事業

評価手法に関する研究委員会，2011）では，①防波

堤延長と静穏度の関係例及び②静穏度と利用率の関

係例を示している（Fig. 14）．これらを活用し，防

波堤破損による利用率の低下を簡易に評価可能であ

る．ただし，Fig. 11は，波向きや防波堤・係留施設

の位置の限られた例である点に留意が必要である． 
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Fig. 14 Length of breakwater vs. utilization factor (Committee for method of port project evaluation, 2012) 

 

5． 荷さばき施設 

 

 荷さばき施設の荷役施設（クレーン，アンローダ）

については，係留施設等に比べて，過去の被災事例

が整理されていない．しかし，荷役を行う上で荷役

施設は不可欠であることから，本稿では可能な範囲

で，被災事例を収集し，その結果を整理した． 

 収集できた被災事例は，阪神・淡路大震災（神戸

港埠頭公社，1998；阪神・淡路大震災調査報告編集

委員会，1998）及び東日本大震災（東本大震災合同

調査報告書編集委員会，2014；日本クレーン協会，

2012；新日本製鐵，2011；等）の2つの地震で，被災

港は7港湾，荷役施設はコンテナ用ガントリークレー

ンとバルク（石炭及び鉄鉱石）用アンローダである

（付録Table A.8及びA.9）．荷役施設の被災ランクは，

係留施設との関係性を重視して，係留施設の被災ラ

ンク設定をそのまま使用した．被災7港湾の，荷役施

設の平均被災ランクと，当該荷役施設が設置されて

いた係留施設の被災ランクを比較した結果が，Fig. 

12である．阪神・淡路大震災の神戸港及び東播磨港

では，係留施設の平均被災ランクと荷役施設の平均

被災ランクは同じレベルにあり，ほとんど差が無か

った，これに対して，東日本大震災では，荷役施設

の被災ランクが，係留施設の被災ランクより大きく

なる傾向が見られた（ただし，仙台塩釜港と釜石港

では，全係留施設・荷役施設が，被災ランク3）．こ

の結果からは，地震と津波の両方を被災した場合，

荷役施設の被災は，係留施設の被災より，被害が大

きくなる傾向があると言える．これは，津波による

電気施設の水没，漂流コンテナ等による走行給電ケ

ーブルの切断損傷，漂流船舶等の衝突による構造被

害，津波水圧による転倒，荷役中の船舶によるアン

ローダの破損等，津波による追加的な被害が発生し

たことが原因である．ここで，各荷役施設での津波

浸水深は，0.6～8mと推測されており，浸水深が小さ

くても，荷役施設の被災は，地震だけの場合に比べ

て大きいことが見込まれた．そこで，Fig. 15には，

東日本大震災の5港湾の平均被災ランクの回帰直線

も併記した．この直線と，地震のみの場合の直線

（Y=X）により，係留施設平均被災ランクから，荷
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役施設の平均被災ランクを推計すると，その再現精

度は，決定係数（R2）：0.828であり，妥当な精度で，

両者の関係性を再現できた． 
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Fig. 15 Relation of damage rank of berth and cargo crane 

 

 この関係性を用いて，震度及び津波浸水深に対す

る荷役施設の大まかな被災確率を推計した結果が，

Table 6である．係留施設の推計結果であるTable 4を

ベースとし，津波浸水がある場合には，被災ランク

をFig. 12の関係性によって，引き上げた．その際，

東日本大震災の被災5港湾においては，荷役施設に被

災ランク1が存在しなかったため，本稿の推計におい

ても被災ランク1は一律0%とし，その上で，被災ラ

ンク2と3の割合を，引き上げられた平均被災ランク

に合うように算定した．被災ランク1が存在しなかっ

たのは，脚下部や受変電設備の浸水により，水洗い

やオーバーホール，電気機器等の交換，検査が必要

となるためである．特に，電気機器やケーブル類は，

新品交換の場合調達だけで3～6ヶ月を要し，被災港

湾が多い場合，生産工場が限られるため納期が長期

化する．換言すれば，対応策として，代替部品を備

えておくことで，復旧に要する期間を短縮すること

が可能である．東日本大震災では，他港発注分の走

行給電ケーブルを被災港湾に融通することにより速

やかな仮復旧に繋げた例があり，（一社）港湾荷役

機械システム協会では，荷役機械の予備品リスト情

報の共有化を進めている（港湾荷役機械システム協

会，2012a，2012b）． 

 ここで，阪神・淡路大震災以降，レベル2地震動に

対する修復性を備えた免震クレーンが導入されてき

ている．これは，耐震強化岸壁の要求性能が，レベ

ル2地震動に対して，軽微な修復により荷役施設の機

能が回復できるレベルの損傷にとどめることとなっ

ていることに対応している（宮田ら，2008）．東日

本大震災においては，関東地方の港湾（震度5弱～5

強）では，通常のコンテナクレーンの中には構造の

一部が損傷して荷役停止を伴う補修が必要となった

ものがあったが，耐震性が強化された免震クレーン

では，荷役停止を伴う補修を必要とするものはなか

った（日本クレーン協会，2012）．基本的には，耐

震強化岸壁と免震クレーンはセットであるべきと考

えられるため，Table 6では，そのような記載をして

いる．しかし，免震クレーンの被災事例は，収集で

きた範囲の中では，仙台塩釜港高砂コンテナターミ

ナルのガントリークレーン2基だけであった．これら

のガントリークレーンは，地震時には免震装置が作

動して構造被害はなかったものの，津波漂流物によ

る脚部損傷や浸水による電気機器へのダメージがあ

り，復旧には最短で約半年が必要となった（日本ク

レーン協会，2012）．結果として，高砂コンテナタ

ーミナルでは，免震クレーンと通常のクレーンとで， 

 

Table 6 Estimated probability of each damage rank of cargo crane by earthquake and tsunami 

5 Upper 6 Lower 6 Upper 7
Rank 1 95~47% 47~5% 5~0% 0%
Rank 2 5~39% 39~25% 25~2% 2~0%
Rank 3 0~14% 14~70% 70~98% 98~100%
Rank 1 0% 0% 0% 0%
Rank 2 55~27% 27~7% 7~1% 1~0%
Rank 3 45~73% 73~93% 93~99% 99~100%
Rank 1 0% 0% 0% 0%
Rank 2 41~9% 9~3% 3~0% 0%
Rank 3 59~91% 91~97% 97~100% 100%
Rank 1 100~96% 96~457% 57~10% 10~0%
Rank 2 0~4% 4~32% 32~31% 31~0%
Rank 3 0% 0~11% 11~59% 59~100%
Rank 1 0% 0% 0% 0%
Rank 2 71~55% 55~30% 30~11% 11~0%
Rank 3 29~45% 45~70% 70~89% 89~100%
Rank 1 0% 0% 0% 0%
Rank 2 69~41% 41~10% 10~4% 4~0%
Rank 3 31~59% 59~90% 90~96% 96~100%

JMA Seismic Intensity

Normal Crane
(Normal Berth)

Earthquake
Only

Tsunami
Inundation

4 (m)
Tsunami

Inundation
8 (m)

Seismic
Isolation

Cargo Crane
(Quakeproof
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Earthquake
Only

Tsunami
Inundation

4 (m)
Tsunami

Inundation
8 (m)  

― 23 ―



 

 

本稿で設定した被災ランクでは差がなかった．他に，

免震クレーンの被災事例がないため，現時点では，

その耐震性能の通常のクレーンからの向上度合を評

価できていなく，そのため，Table 5における免震ク

レーン（耐震強化岸壁）の地震のみの場合の数値は，

耐震強化岸壁の数値（Table 4）と同じとしている．

実際には，免震クレーンは，特にレベル2地震動より

小さい地震動に対して，通常のクレーンより耐震性

が高く，被災を抑えることができる設計となってい

る．そのため，特に，震度5強～震度6弱の被災ラン

クは，免震クレーンについては，安全側の評価とな

っており，留意が必要である． 

 また，荷さばき施設のうち，上屋については，Honda 

and Tomita (2014) が，津波に対する被災の有無を推

計するフラジリティ・カーブを，(10)式及びFig. 16

のように提案している．ここで， fP ：被災割合， TH ：

津波浸水深（m）である． 

ln{ln( ) 0.430}
0.642

T
f

HP     
 (10) 
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6． おわりに 

 

 本稿は，現時点において，港湾BCPの脆弱性評価

に使用可能な簡易な耐震・耐津波被災確率の評価式

を作成し，また，既存式の整理を行ったものである．

本稿の内容が，各港湾における港湾BCPに活用され

れば幸いである． 
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